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１．組織の運営状況 

（１）損害保険料率算出機構（損保料率機構）の概要（2023年３月 31

日現在） 

① 設立 

 損害保険料率算出団体に関する法律（以下「料団法」）に基づき設立さ

れた損害保険料率算定会（1948年11月１日）および自動車保険料率算

定会（1964年１月８日）が組織統合し、損害保険料率算出機構と名称を

変更（2002年７月１日） 

② 主たる事務所の所在地 

 東京都新宿区西新宿三丁目７番１号 

③ 地区本部および自賠責損害調査事務所数 

 地区本部            ７ 

 自賠責損害調査事務所  54 

④ 会員数 

 36社（別表１「損害保険料率算出機構 会員一覧」参照） 

⑤ 事業の内容 

ア．参考純率の算出及び提供に関する業務 

（ｱ） 参考純率の算出、金融庁長官への届出及び会員への提供 

（ｲ） 参考純率算出の前提条件となる標準的な引受条件の作成及び

会員への提供 

（ｳ） 参考純率算出の基礎資料の作成、金融庁長官への届出及び会

員への提供 

（ｴ） 参考純率の算出に必要な保険統計の作成（当該保険統計の作

成に必要な資料の収集及び当該保険統計の会員への提供を含

む。以下同じ。） 

イ．基準料率の算出及び提供に関する業務 

（ｱ） 基準料率の算出、金融庁長官への届出及び会員への提供 

（ｲ） 地震保険の基準料率算出の前提条件となる標準的な引受条件

の作成及び会員への提供 

（ｳ） 基準料率算出の基礎資料の作成、金融庁長官への届出及び会

員等への提供（自動車損害賠償責任共済の共済責任を負う組合

に対する自動車損害賠償保障法第29条の２第２項の規定による

資料の提供を含む。） 

（ｴ） 基準料率の算出に必要な保険統計の作成（自動車損害賠償保

障法第29条の２第１項の規定による資料の収集を含む。） 

ウ．ア、イに掲げる業務以外の業務で、保険料率の算出に関する情報

（概括的な会員の実績経費、引受条件、保険の目的の評価並びに

損害及びその防止又は軽減に関する情報を含む。）の収集、調査

及び研究並びにその成果の会員への提供に関するもの 

エ．保険料率に関する知識の普及並びに国民の関心及び理解の増進 

オ．自動車損害賠償責任保険（以下「自賠責保険」）に係る損害調査

（自動車損害賠償責任共済に係る損害調査を含む。） 

カ．政府保障事業請求事案に関する損害調査の再委託の受託 

キ．ア～カに掲げる業務に付随する業務 

ク．ア～キに掲げるもののほか、目的を達成するために必要な業務 

⑥ 参考純率の算出を行う保険の種類 

 火災保険  傷害保険  自動車保険  介護費用保険 

⑦ 基準料率の算出を行う保険の種類 

 自賠責保険  地震保険 
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（２）組織および人員に関する事項 

① 組織 

ア．業務遂行 

 別表２「損害保険料率算出機構 組織図」参照 

【2022年４月１日付の変更】 

・リスク業務部について、数理グループを部内室の「数理室」に改編

し、火災・地震リスクグループおよび風水災リスクグループを「リスク

研究グループ」に統合 

・業務サービス部の対外情報発信業務を総合企画部に移管し広報

グループと機能統合。その発信と不可分である調査研究業務も総

合企画部「調査グループ」（新設）に移管 

イ．内部規律 

 別表３「損害保険料率算出機構 業務執行および内部規律体制」参

照 

② 人員 

ア．総人員 

 2,045名（2023年３月31日現在） 

イ．総人員の内訳 

（ｱ） 役員 27名（別表４「損害保険料率算出機構 役員一覧」参照） 

理事（非常勤）15名（理事長１名、会員理事５名、会員外理事９名） 

理事（常勤）  ９名（専務理事１名、常務理事３名、理事５名） 

監事（非常勤） ２名（会員監事１名、会員外監事１名） 

監事（常勤）  １名（常任監事１名） 

（イ） 従業員 2,018名 

本部従業員 494名 

地区本部・自賠責損害調査事務所従業員 1,524名 

（３）会員総会、理事会等に関する事項 

① 会員総会 

 決議事項は次のとおりです。 

開催日 議案 

第20回通常会員総会 

（2022年６月30日） 

１．準会員申請に係る承認の件 

２．2021年度事業報告および決算承認の件 

３．研修所積立資産の取崩しの件 

４．理事・監事選任の件 

臨時会員総会 

（2023年３月16日） 
１．2023年度事業計画および予算承認の件 

 

② 理事会 

 決議事項および報告事項は次のとおりです。 

開催日 議案 

第192回理事会 

（2022年４月20日） 

１．自動車保険参考純率の再々届出（案）につ

いて 

第193回理事会 

（2022年６月９日） 

１．準会員申請に係る承認の件（報告） 

２．2021年度事業報告および決算承認の件 

３．研修所積立資産取崩しの件 

４．理事・監事選任の件（報告） 

第194回理事会 

（2022年６月30日） 

１．第20回通常会員総会議事の件（報告） 

２．理事長選任の件 

３．専務理事および常務理事の選任ならびに代

表権付与の件 

４．常任監事委嘱の件（報告） 
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第195回理事会 

（2022年７月28日） 
１．料率算出誤りに関する報告徴求への対応 

第196回理事会 

（2022年11月２日） 

１．2022年度上半期業務実施状況の件（報告） 

２．第８次中期経営計画策定状況の件 （報告） 

第197回理事会 

（2022年11月21日） 

１．2022年度地震保険基準料率水準の検証結

果（案）の件 

２．2022年度傷害保険参考純率水準の検証結

果（案）の件  

第198回理事会 

（2022年12月19日） 

１．2022年度自賠責保険基準料率水準の検証

結果（案）の件 

２．第８次中期経営計画（案）の件 

３．役員賠償責任保険契約の更新の件 

４．熱海研修所の売却方針の件（報告） 

第199回理事会 

（2023年１月18日） 
１．自賠責保険基準料率改定（案）の件  

第 200回理事会 

（2023年１月 25日） 

１．2022年度火災保険参考純率水準の検証結

果（案）の件 

２．2022年度自動車保険参考純率水準の検証

結果（案）の件 

３．料率部門における業務プロセス改革の取組

みの件（報告） 

第201回理事会 

（2023年３月６日） 

１．2023年度事業計画および予算承認の件 

２．2023年度 監査方針及び監査計画の件（報

告） 

 

③ 監事会 

 決議事項および報告事項は次のとおりです。 

開催日 議案 

第67回監事会 

（2022年６月１日） 

１．2021年度 事業報告および収支決算報告

の件（報告） 

２．2021年度 監査法人による会計監査実施報

告の件（報告） 

３．監査法人の監査実施状況の件（報告） 

４．監事監査実施状況の件（報告） 

５．2021年度 監事会監査報告書作成の件 

６．通常会員総会における監事候補者の件（報

告） 

７．自動車保険参考純率の再々届出および事

後対応の件（報告） 

第68回監事会 

（2022年９月15日） 

１．監査法人による2022年度監査計画概要の

件（報告） 

２．監査法人との監査契約締結の件 

３．報告徴求命令に係る再発防止策の件（報

告） 

４．監事監査実施状況の件（報告） 

第69回監事会 

（2022年12月16日） 

１．2022年度上半期 リスク管理およびコンプラ

イアンス推進実施状況の件（報告） 

２．2022年度上半期 内部監査実施状況の件

（報告） 

３．監事監査実施状況の件（報告） 
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第70回監事会 

（2023年３月１日） 

１．2023年度 内部規律態勢の整備・運営に関

する年次計画の件（報告） 

２．監事監査実施状況および2022年度重点監

査項目振り返りの件（報告） 

３．「2023年度 監査方針及び監査計画」決定

の件 

 

④ 登記 

 第20回通常会員総会および第194回理事会（2022年６月30日開催）

の決議を受け、代表権を有する理事および資産総額の変更登記を行いま

した。 

 

⑤ 会員の加入・脱退 

2022年度の会員の加入・脱退はありませんでした。 

（2023年３月31日時点の会員の加入状況は別表１「損害保険料率算出

機構 会員一覧」参照） 
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＜損害保険料率算出機構のミッション・ビジョン・バリュー＞ 

ミッション 

私たちは、損害保険を通じ、社会を支えるインフラとして、人々の

安心・安全な生活の実現に貢献します。 

 

ビジョン 

私たちは、環境とニーズの変化に応じて常に改革と創造に挑戦し、

社会の期待と信頼に応える唯一無二の存在であり続けます。 

  

バリュー 

 私たちは、専門性を高め、品質を向上させます。 

私たちは、公正・迅速・親切を実践します。 

私たちは、本質にこだわります。 

私たちは、人づくりを大切にします。 

私たちは、課題解決のため協働します。 

私たちは、常に新たな視点から見直します。 

 

 

 

 

２．事業の実施状況 

当機構が2012年６月に策定した「損害保険料率算出機構 今後の10年ビジョン」

（2013年度～2022年度）においては、10年後のありたい姿をイメージし価値判断の

指針となる業務運営の基軸を定めました。2021年10月に、この10年ビジョンを包

含した「損害保険料率算出機構のミッション・ビジョン・バリュー」を全役職員参加の

もとで策定しました。当機構の役職員一人ひとりが同じ意識の下で業務遂行・意思

決定していくための旗印とし、組織に浸透・定着させるため、社内において、様々な

情報発信とともに意見交換を行いました。 

 

2022年度は、基本コンセプトとして「改革と創造」を掲げた「第7次中期経営計画」

の最終年度であり、ウィズ・コロナ、ポスト・コロナを見据え、社会を支えるインフラとし

て、全ての役職員が一丸となって各課題の取組みを実施しました。 

第7次中期経営計画においては、施策の約９割を達成できており、未達成の施策

についても、第８次中期経営計画で継続するための知見を得ることができました。 

 

＜概要＞ 

○料率業務 

2021年６月21日付で金融庁長官に届け出た自動車保険参考純率において、

2021年度に判明した一部誤りに続き、2022年度においても再々届出を要する事

態が生じたことを受け、作業プロセス、ガバナンス等の多角的視点から原因分析を

行い、第三者意見も踏まえ再発防止策を実施しました。また、組織内でのけん制機

能を強化するため、組織改編を実施することとしました（2023年４月1日付）。 

第７次中期経営計画では、改革課題においては、「マーケット環境・リスク環境の

変化への対応」として軽乗用車の普及・多様化を踏まえた料率制度・体系案の策

定や、火災保険における水災の地域別リスク較差を反映する料率制度・体系案の

策定等、より納得感のある料率体系の実現に向けた取組みを実施しました。 

創造課題においては、「技術革新-コネクテッドカー・自動運転車の普及を想定し

た対応」として、「参考純率の商品・料率制度体系上の対応」および「自動車関連

データのプラットフォーム構築」にあたっての課題整理を行うとともに、近未来気候変

動予測実験データを用いた風水災リスクの評価手法を構築するなどしました。 
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○損害調査業務 

改革課題においては、「業務品質の向上」として基本品質の確保・向上のための

施策を実施するとともに、「支払適正化」のため、不正請求防止施策や医療費・施

術費の適正化施策に取り組みました。また、年間約103万件の自賠責保険（共済）

に係る損害調査を実施するとともに、事業環境の変化に対応し、将来においても持

続可能な損害調査体制の構築に向けた検討を進め、利便性の向上と品質管理体

制の強化を図りました。 

創造課題においては、「技術革新-環境変化への対応」として、日本損害保険協

会における損害調査業務のペーパーレス化に向けた検討体制に参画し対応スケ

ジュール等を整理するとともに、当機構内におけるペーパーレス・オペレーションを

一部実施するなどしました。 

 

○データバンク業務 

 データバンク業務においては、社会全体の事故防止・損害軽減に寄与するため、

当機構内外のデータを活用した情報発信を行いました。また、国際的なフォーラム

への参加やオンライン会議・訪問等によりアジア諸国に対する技術協力・交流を進

めました。 

 

○組織基盤 

「改革」および「創造」の各課題の取組みの下支えとなる組織基盤を強化するた

め、コラボレーションツールおよび業務用端末を刷新するなど、業務プロセス改革・

デジタルトランスフォーメーションを推進する環境を整備し、デジタル技術を活用した

業務プロセスの見直しを推進しました。これとあわせて人財の確保・育成策の実施

することで業務品質と生産性の向上に取り組みました。 

（参考）第 7次中期経営計画の取組みと SDGsの関連 

第７次中期経営計画の重点課題 関連する SDGs 

改革 料率業務 ・マーケット環境・リスク環境の変化への対応 

・規制環境の変化および料率算出の高度化への対応 

 

 

 自賠責保険 

（共済）の 

損害調査業務 

・業務品質の向上 

・支払適正化 

・自賠責損害調査業務の持続可能な運営体制の実現 

 データバンク ・アジア諸国に対する技術協力の実施および保険関連団体との交流 

・事故防止・損害軽減等に向けた情報発信の強化 

創造 料率業務／ 

データバンク 

・コネクテッドカー・自動運転車の普及を想定した対応 

  損害調査業務 ・環境変化への対応 

 料率業務 ・気候変動に関する影響分析およびリスク評価への反映 

組織基盤 ・業務プロセス改革（働き方改革を含む） 

・人財確保・育成 

・ガバナンス機能の強化  
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（１）改革課題・定例業務等 

①料率業務 

ア．マーケット環境・リスク環境の変化への対応 

（ア） 自動車保険 

・ 軽乗用車の普及・多様化を踏まえた参考純率届出案を作成しま 

した。 

・ 高齢運転者の年齢別のリスク特性やリスク負担のあり方を踏まえた

料率制度・体系の改善については、リスク分析およびこれを踏まえた

料率制度・体系への反映検討を進めた結果、これを見送ることとし

ました。 

（イ） 火災保険 

・ 「火災保険水災料率に関する有識者懇談会（金融庁主催）」におけ

る議論等を踏まえた水災の地域別リスク較差を反映する参考純率

届出案を作成しました。 

・ 企業向け物件における物件規模を区分要素とした参考純率届出

案を作成しました。 

（ウ） 地震保険 

・ 地震保険調査研究費により、地震災害リスク評価の精度向上に向

けた震源、地震動等に関する調査研究を進めました。 

イ. 料率検証結果の報告等 

（ア）料率検証の報告 

・ 自動車保険・火災保険・傷害保険の参考純率水準および自賠責

保険・地震保険の基準料率水準の検証を実施し、次の日付で金融

庁長官に報告しました。 

 

 

自動車保険参考純率（2022年度） 2023年 １月25日付 

火災保険参考純率（2022年度） 2023年 １月25日付 

傷害保険参考純率（2022年度） 2022年11月21日付 

自賠責保険基準料率（2022年度） 2022年12月19日付 

地震保険基準料率（2022年度） 2022年11月21日付 

（イ）料率の届出 

a．自動車保険 

・ 2021年6月21日付で金融庁長官に届け出た参考純率について、

当該参考純率の算出過程に一部誤りが判明したことから、金融

庁長官に再届出を行いました（同年9月22日付で届出、9月28

日付適合通知受領）。 さらに、当該参考純率については、上記

算出過程の一部誤りとは別に、一部の特約を組み合わせた場合

の保険料に不整合が生じることが判明したことから、金融庁長官

に再々届出を行いました（2022年4月20日付で届出、4月28日

付適合通知受領）（※）。 

（※）一連の誤りを踏まえ、参考純率、基準料率を提示している全て

の保険種類を調査し、他に誤りがないことを確認するとともに、作

業プロセス、ガバナンス、人材育成・組織風土・マネジメントの観

点から原因分析を行い、第三者意見を踏まえて再発防止策を策

定、実施しました。あわせて、料率算出部門と品質確認部門を分

けることでけん制機能を強化する観点から、組織改編を実施する

こととしました（2023年４月1日付）。 

ｂ．自賠責保険 

・ 2022年度基準料率水準の検証結果および賦課金の見直し内

容（被害者保護増進等事業に充当するための賦課金の新設）を

踏まえ基準料率を算出し、2023年1月18日付で金融庁長官に
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届け出るとともに、会員に提供しました。金融庁長官による適合性

審査の結果、料団法第10条の５第１項に基づき適合性審査期

間を短縮し、同年1月30日までとする旨の通知を同年1月27日

付で受領しました。 

 

②損害調査業務 

ア．業務品質の向上 

・ 書類事故防止等の基本品質の確保・向上のための施策として、書類

事故発生防止策の実施および品質管理マニュアルによるPDCAサイク

ルを実行しました。 

イ．支払適正化 

・ 損害調査システムを活用し、保険会社と情報交換を行いました。 

ウ．個別事案に係る損害調査の実施 

・ 自賠責保険（共済）および政府保障事業に係る損害調査（自賠責保

険（共済）：約103万件、政府保障事業：367件）を実施しました。 

・ 損害調査にあたって高度な判断を要する事案、異議申立事案等につ

いて、外部専門家（弁護士、専門医、交通法学者等）が参加する自賠

責保険（共済）審査会を本部および地区本部において開催し、公平

性・客観性を確保した審査を実施しました。 

 

③データバンク業務 

ア. 情報発信の強化 

・ 「自動車保険の概況」、「火災保険・地震保険の概況」、「傷害保険の

概況」等の一般消費者向け説明資料、各種統計データ、各種調査・

研究等に係る報告資料、料率改定趣旨説明資料、制度概要資料等

を作成し、公表しました。 

・ 自然災害、気候変動および自動車技術の進展に関するレポートを発

信しました。 

イ. アジア諸国の損保市場の安定的な成長に向けた技術協力 

・ IIRFA12022（インドネシア開催）への参加やアジア諸国の損害保険業

関係者とのオンライン会議・訪問等を通じて、各国の保険関連団体と

の交流・連携を図るとともに、日本損害保険協会等と連携して技術協

力の取組みを進めました。 

ウ. 統計データ整備・統計作成 

・ 会員からの報告データを収集・整備したうえで、料率検証・算出統計

および会員等に提供するフィードバック統計を作成しました。 

エ. 各種調査・研究および会員への成果提供およびその他の会員向

けサービス 

・ 欧米主要国の自然災害補償制度および自動運転車にかかる事故の

賠償責任についての検討状況に関する情報収集を行い、会員向けレ

ポートを発信しました。 

・ 会員へのコンサルティングサービスを実施しました（受託件数：78件、

収受した料金総額：約9,400万円）。 

 

 

 

 

 

 
1 Insurance Information and Ratemaking Forum of Asia（アジアにおける保険情報お

よび保険料率算出フォーラム） 
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（２）創造課題 

①料率業務 

ア．技術革新－コネクテッドカー・自動運転車の普及を想定した 

対応 

・ 自動車の走行データ等の収集・分析およびそれを踏まえた参考純率

の商品・料率制度体系上の対応の実現に向け、フィージビリティを中

心とした課題整理を行いました。 

・ 自動車関連データのプラットフォーム構築の実現に向け、フィージビリ

ティを中心とした課題整理を行いました。 

イ．地球温暖化－気候変動に関する影響分析およびリスク評価への

反映 

・ 近未来気候変動予測実験データ2を用いた気候変動による影響の把

握を行いました。料率検証への反映については、手法の妥当性確認

等に必要な科学的知見・データ等の蓄積状況を踏まえたうえであらた

めて検討することとしました。 

 

②損害調査業務 

・ 損害調査業務のペーパーレス化に係る日本損害保険協会の検討と

連動して、当機構内部における一部業務のペーパーレス・オペレー

ションにかかるシステムを構築しました。 

・ ICT・AI等のデジタル技術の活用について、一部業務オペレーションへ

 
2 DIAS：Data Integration and Analysis System（データ統合・解析システム：文部科学

省の「地球環境情報プラットフォーム構築推進プログラム」に基づき開発された地球

環境ビッグデータを収集・蓄積した情報システム）に収納されている、産業革命以

降の全球平均気温が２℃および４℃上昇した未来の気候状態を数値表記したデー

タ（風速・気圧等の数値データ） 

の導入による試行結果を踏まえ、導入範囲を拡大しました。 

 

（３）組織基盤の課題 

①業務プロセス改革（働き方改革を含む） 

・ コラボレーションツールおよび業務用端末を刷新して働き方改革を含

む業務プロセス改革・デジタルトランスフォーメーションを推進し、組織・

業務全般の見直しと多様な働き方に対応するための基盤整備を行い

ました。 

・ 人事・経理業務に関しては、関連システムを刷新して業務プロセスの

見直しとペーパーレス化を進め、業務品質と生産性の向上を図りまし

た。 

 

②人財確保・育成 

・ 人的資本活用を計画的に推進するため、新たに人財マネジメントシス

テムを導入し、人財情報の組織横断的な共有・活用を開始しました。 

・ 業務の高度化に対応するために必要な専門人財を特定し、採用・配

置しました。 
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３．内部規律態勢の整備・運営状況 

 理事会において決定された内部規律基本方針に基づき、内部規律委員会によ

る統括管理のもと、以下の取組みを実施しました。 

（１）コンプライアンスの推進 

①「コンプライアンス・プログラム」に基づく取組みの実施 

・ コンプライアンスに関する事項について、全従業者を対象とした研修の

実施および関連情報の定期的な発信を通じて理解促進を図りました。 

 

② 個人情報等の適切な管理の実施 

・ 個人データおよび機密情報を取り扱う外部委託業者に対し、管理態勢

に係る点検を実施しました。 

・ また、日常業務における個人データ取扱状況の点検および「個人デー

タ管理台帳」の点検を実施しました。 

 

③ 不適正行為に関する対応 

・ 不適正行為の早期発見・是正に向け、外部受付窓口・内部受付窓口

を設置した「内部通報制度」 を的確に運用し、従業者から行われた内

部通報に適切に対応しました。 

・ また、全従業者を対象とした情報発信を通じて、不適正行為の防止、

これら制度の周知のための取組みを推進しました。 

 

④ お客さまの声への対応 

・ 当機構にお寄せいただいた内容を分析し、再発防止等に向けた取組

みを実施しました。 

自賠責損害調査部門については、自賠責保険（共済）の被保険者（被

共済者）に対する照会文書にかかる新たな様式やウェブを利用した回

答の受付等に関する取組みを全国の拠点で展開後、お寄せいただいた

内容を分析し、「繰り返し同じ照会がくる」「記載内容が分かりにくい」と

いった声が減少している改善効果を確認しました。 

・ お寄せいただいた内容や件数、主な改善事例を当機構のウェブサイト

においてご案内し、業務の透明性の向上を図りました。 

 

（２）リスク管理の実践 

・ リスク管理運営について、「リスク管理全体計画」に基づき、リスクアセスメ

ントによるリスク認識をもとに、リスク発現の未然防止等のための態勢整備

および年間を通じたリスク対策を実施しました。 

・ また、リスク対策・リスク管理に係る実施状況の点検および計画遂行の総

括を実施し、これらを踏まえた是正を図るとともに、2023年度の計画を策

定しました。 

・ リスク発現時においては、内部規律委員会の管理のもと適切な事後対応

および再発防止策を講じました。 

 

（３）実効性のある内部監査の実施 

・ 当機構に求められる役割・課題の達成を阻害するリスクが適切に管理さ

れているかを確認するため、内部監査計画に基づき、業務執行状況、リス

ク管理状況に対する監査、システム監査および経理監査を実施しました。 

・ 実施にあたっては、リスクアセスメントによる監査項目・内容の策定、３線

管理の考えを踏まえたリスク管理状況の確認を実施しました。また、オフ

サイトモニタリングによる関連情報の収集・分析を行い監査に反映させまし

た。 

・ 監査において把握した課題等については、監査指摘・経営への提言を行

うとともに、計画遂行に係る総括を実施し、2023年度計画を策定しました。
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４．個人情報保護に関して講じている措置の実施状況 

（１）安全管理措置等の実施状況 

① 個人データの漏えい、滅失、き損の防止措置 

・ 個人データの安全管理に必要かつ適切な措置を講じることおよび事業

の遂行に際して個人データの適正な取扱いを確保することを目的として、

個人情報の保護に関する法律の施行時に策定した「個人データの安全

管理等に係る取扱規程」（2022年３月改定）に基づき、個人データの漏

えい、滅失またはき損の防止を図るため、以下の措置を講じています。 

ア．当機構が取り扱う個人データに関する安全管理措置（アクセスロ

グの取得、外部からの不正アクセスの防止措置およびロッカーの

施錠等）の実施 

イ．従業者に対する監督としての非開示誓約書の取付け 

ウ．個人データを取り扱う委託先に対する監督としての非開示契約書

等の締結等 

エ．個人データを取り扱う全ての委託先に対する安全管理措置の遵

守状況の点検 

オ．日常業務における個人データ管理状況の点検および「個人デー

タ管理台帳」の点検 

 

② 自賠責損害調査業務での個人情報の漏えい等事故の再発防止の取

組み 

・ 自賠責損害調査業務に用いる請求関係書類等の個人情報に関し、漏

えい等、事故の再発を防止する取組みとして、原因調査を踏まえた事

故事例および注意点を取りまとめ、自賠責損害調査事務所、地区本部

および本部に対してフィードバックしました。 

 

（２）特別の非公開情報の目的外利用を防止する措置の実施状況 

・ 保健医療等のセンシティブ情報その他の特別の非公開情報（業務上知り

得た公表されていない情報）を取り扱う自賠責損害調査事務所・地区本

部に対して、必要と認められる目的以外で個人情報を取得、利用、第三

者提供しないことを徹底するため、適正な個人情報の取得および個人情

報の安全管理をテーマとしたコンプライアンス研修を実施しました。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

以 上 
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損害保険料率算出機構 会員一覧 

会  員  名 

加入している保険の種類 

火災 傷害 自動車 
介護 

費用 
自賠責 地震 

あいおいニッセイ同和損害保険株式会社 ○ ○ ○ ○ ○ ○ 

アクサ損害保険株式会社 ○ ○ ○  ○ ○ 

アメリカンホーム医療・損害保険株式会社  ○ ○ ○  ○ ○ 

アリアンツ火災海上保険株式会社 ○     ○ 

イーデザイン損害保険株式会社   ○  ○  

ＡＩＧ損害保険株式会社 ○ ○ ○ ○ ○ ○ 

エイチ・エス損害保険株式会社  ○     

ａｕ損害保険株式会社 ○ ○     

ＳＢＩ損害保険株式会社 ○ ○ ○  ○ ○ 

カーディフ損害保険株式会社  ○     

キャピタル損害保険株式会社 ○     ○ 

共栄火災海上保険株式会社 ○ ○ ○ ○ ○ ○ 

現代海上火災保険株式会社 ○ ○    ○ 

ザ･ソサイエティー･オブ･ロイズ  ○ ○     

ザ･ニュー･インディア･アシュアランス･  

カンパニー･リミテッド 
○ ○ ○  ○ ○ 

ジェイアイ傷害火災保険株式会社 ○ ○    ○ 

スイス・リー・インターナショナル・エスイー  ○     ○ 

スター・インデムニティ・アンド・ 

ライアビリティ・カンパニー 
○ ○    ○ 

会  員  名 

加入している保険の種類 

火災 傷害 自動車 
介護 

費用 
自賠責 地震 

セコム損害保険株式会社 ○ ○ ○ ○ ○ ○ 

セゾン自動車火災保険株式会社 ○ ○ ○ ○ ○ ○ 

全管協れいわ損害保険株式会社 ○      

ソニー損害保険株式会社 ○ ○ ○  ○ ○ 

損害保険契約者保護機構      ○ 

損害保険ジャパン株式会社 ○ ○ ○ ○ ○ ○ 

大同火災海上保険株式会社 ○ ○ ○ ○ ○ ○ 

Chubb損害保険株式会社 ○ ○ ○ ○ ○ ○ 

チューリッヒ･インシュアランス･ 

カンパニー・リミテッド 
○ ○ ○  ○ ○ 

東京海上日動火災保険株式会社 ○ ○ ○ ○ ○ ○ 

トーア再保険株式会社 ○  ○  ○ ○ 

日新火災海上保険株式会社 ○ ○ ○ ○ ○ ○ 

日本地震再保険株式会社      ○ 

三井住友海上火災保険株式会社 ○ ○ ○ ○ ○ ○ 

三井ダイレクト損害保険株式会社   ○  ○  

明治安田損害保険株式会社 ○ ○  ○ ○ ○ 

楽天損害保険株式会社 ○ ○ ○ ○ ○ ○ 

レスキュー損害保険株式会社 ○     ○ 

会員会社 36社 ＜50音順＞ 

（2023年３月 31日現在） 

  

別表１ 
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損害保険料率算出機構 組織図（2023年３月 31日現在） 
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市

静
岡

さ
い
た
ま

水
戸

宇
都
宮

前
橋

新
潟

長
野

東
京
第
一

東
京
第
二

東
京
第
三

横
浜
第
一

横
浜
第
二

千
葉

医
療
調
査
課

札
幌

旭
川

仙
台

福
島

山
形

盛
岡

青
森

秋
田

審
査
第
一
課

審
査
第
二
課

医
療
調
査
課

業
　
務
　
課

審
査
第
一
課

審
査
第
二
課

医
療
調
査
課

業
務
課

審
査
第
一
課

審
査
第
二
課

医
療
調
査
課

業
　
務
　
課

審
査
第
一
課

審
査
第
二
課

医
療
調
査
課

業
務
課

審
査
第
一
課

審
査
第
二
課

業
務
課

審
査
第
一
課

審
査
第
二
課

医
療
調
査
課

業
務
課

審
査
第
一
課

審
査
第
二
課

医
療
調
査
課

業
務
課

広
報
グ
ル
ー

プ

法
務
・
コ
ン
プ
ラ
イ
ア
ン
ス

グ
ル
ー

プ

調
査
グ
ル
ー

プ

デ
ジ
タ
ル
企
画
室

人
事
企
画
グ
ル
ー

プ

人
事
業
務
グ
ル
ー

プ

給
与
厚
生
グ
ル
ー

プ

経
理
グ
ル
ー

プ

会
計
・
管
財
グ
ル
ー

プ

総
務
・
企
画
グ
ル
ー

プ

医
療
調
査
グ
ル
ー

プ

一
般
審
査
グ
ル
ー

プ

認
定
審
査
グ
ル
ー

プ

損
調
サ
ポ
ー

ト
グ
ル
ー

プ

保
障
業
務
グ
ル
ー

プ

保
障
調
査
グ
ル
ー

プ

自
動
車
・
自
賠
責
グ
ル
ー

プ

火
災
・
地
震
グ
ル
ー

プ

傷
害
・
介
護
グ
ル
ー

プ

損
調
企
画
グ
ル
ー

プ

品
質
向
上
グ
ル
ー

プ

事
務
管
理
グ
ル
ー

プ

統
計
サ
ー

ビ
ス
グ
ル
ー

プ

国
際
業
務
支
援
室

シ
ス
テ
ム
企
画
グ
ル
ー

プ

Ｉ
Ｔ
イ
ン
フ
ラ
業
務
グ
ル
ー

プ

シ
ス
テ
ム
開
発
グ
ル
ー

プ

企
画
グ
ル
ー

プ

業
務
グ
ル
ー

プ

数
理
室

リ
ス
ク
研
究
グ
ル
ー

プ

サ
ー

ビ
ス
企
画
グ
ル
ー

プ

人
権
啓
発
推
進
事
務
局

企
画
グ
ル
ー

プ

業
務
開
発
グ
ル
ー

プ

自
賠
責
グ
ル
ー

プ

自
動
車
グ
ル
ー

プ

料
率
情
報
グ
ル
ー

プ

企
画
グ
ル
ー

プ

地
震
グ
ル
ー

プ

火
災
第
一
グ
ル
ー

プ

火
災
第
二
グ
ル
ー

プ

経　理　部 総合企画部 内部監査室
自動車・自賠責

保険部
火災・地震

保険部
傷害・介護

保険部

別表２ 
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損害保険料率算出機構 業務執行および内部規律体制 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（2023年３月 31日現在） 

  

※ 内部規律（コンプライアンス、リスク管理および内部監査）の統括管理を行う。 

別表３ 

本  部 

地区本部 

自賠責損害調査事務所 

報告 指示 

報告 指示 

理 事 会 監 事 (会) 

内部規律委員会
(※)

 

内部監査室 

監査 監 

査 

法 

人 

監査 

報告 連携 

指示 

報告 

意見具申 

監査 

常勤理事会 

報告 指示 

報告 指示 
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損害保険料率算出機構 役員一覧（２０２３年３月３１日現在） 

理 事 長  早川眞一郎 [ 専 修 大 学 法 科 大 学 院 教 授 ] 

専務理事  川 口 伸 吾 [ 常 勤 ] 

常務理事  原  章 文 [ 常 勤 ] 

常務理事  松 本  隆 [ 常 勤 ] 

常務理事  石 原 正 幸 [ 常 勤 ] 

理  事  丸 山 一 朗 [ 常 勤 ] 

理  事  山 崎 和 久 [ 常 勤 ] 

理  事  八 島 宏 平  [ 常 勤 ] 

理  事  新 野 拓 二  [ 常 勤 ] 

理  事  秋 山 由 香  [ 常 勤 ] 

 

理  事  久保田政一 [ 日本経済団体連合会副会長・事務総長 ] 

理  事  増井喜一郎 [ 日本証券経済研究所理事長（元金融庁総務企画局長） ] 

理  事   石 田 惠 美 [ 弁 護 士 ・ 公 認 会 計 士 ] 

理  事  田 中 洋 樹 [ 日 本 カ ス ト デ ィ 銀 行 取 締 役 会 長 ] 

理  事  三 宅 弘 恵 [ 東 京 大 学 地 震 研 究 所 准 教 授 ] 

理  事  坂 口 正 芳 [ 日本自動車連盟副会長（元警察庁長官） ] 

理  事  丸 山 淳 一 [ 読 売 新 聞 東 京 本 社 編 集 委 員 ] 

理  事  加 藤 一 誠 [ 慶 應 義 塾 大 学 商 学 部 教 授 ] 

理  事  杉 山 悦 子 [ 一橋大学大学院法学研究科教授・法学部教授 ] 

 

理  事  新 納 啓 介 [ あ い お い ニ ッ セ イ 同 和 損 害 保 険 社 長 ] 

理  事  白 川 儀 一 [ 損 害 保 険 ジ ャ パ ン 社 長 ] 

理  事  広 瀬 伸 一 [ 東 京 海 上 日 動 火 災 保 険 社 長 ] 

理  事  舩曵真一郎 [ 三 井 住 友 海 上 火 災 保 険 社 長 ] 

理  事  ジェームス・ナッシュ [ Ａ Ｉ Ｇ 損 害 保 険 社 長 ] 

 

常任監事  油 井 朋 仁 [ 常 勤 ] 

監  事  加 藤 義 孝 [ 公 認 会 計 士 ] 

監  事  石戸谷浩徳 [ 共 栄 火 災 海 上 保 険 社 長 ] 

別表４ 


